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Ⅰ．はじめに

林業における労働災害発生件数は長期的に減少傾向にあるもの
の，死傷災害（休業 4 日以上）の年千人率においては，林業は他
の産業と比較して最も高くなっている（厚生労働省，2022）。こ
のような労働災害を防止する手段の一つとして，ヘルメットや
チェーンソー用防護服等の防護具・防護衣（以下，「安全装備」
とする）があげられる。チェーンソー用防護服については，平成
27 年に林業で，平成 31 年には全業種において着用することが義
務化された。これにより，今後，チェーンソーによる切創事故は
減少することが期待できる。

一方，このような安全装備については，「生地が厚く動きづら
い」，「暑い」といった意見もある。労働災害を防止するために
着用しても，作業の邪魔になったり，作業者の集中を妨げたりす
るようでは，安全装備の普及が困難になるだけでなく，事故を誘
発する要因となる恐れがある。今後，林業における労働災害を減
少させ，労働者の安全衛生を改善するためには，安全装備のさら
なる改善と普及が必要だと考える。

安全装備に関する先行研究は，林業分野においては，チェー
ンソー用防護服の着用による死傷災害の防止効果（鹿島・上村，
2008）や，その使用と管理の実態（鹿島ほか，2014），地下足袋
とチェーンソー防護ブーツの歩き方の違い（小山，2020）につい
て述べられたもの等がある。また，安全装備の発展史について述
べられたもの（松村，2017；辻，2018）については，“ 衣服 ” に着
目し，それらがどのようにして変化してきたかといったことにつ
いてのみ取り上げられており，現場作業員の安全装備に対する意
見や人々の安全意識の変遷と関連づけたものは見当たらなかった。

そこで，本研究では，安全装備導入の要因の一つとして考えら
れる労働安全衛生規則や林業機械導入・普及の変遷を整理し，そ
の影響を考察する。また，素材生産現場の作業員等へ聞き取り調
査を行い，安全装備の現状を整理するとともに，今後必要となる
安全装備について考察する。

Ⅱ．調査方法

林業機械の普及状況及び法令・規則の変遷について，森林・林
業統計要覧や先行研究を用いた文献調査及び，林業・木材製造業
労働災害防止協会鹿児島支部への聞き取り調査を行った。

また，現場作業員の安全装備使用の現状と課題について，緑の
雇用研修生（3 年目）6 人への聞き取り調査により整理・考察を
行った。調査対象の 6 人は森林組合に属しており，年齢は 20～
30 代であった。聞き取り調査の項目は次の通りである。（ⅰ）継
続使用への支障の有無，（ⅱ）使用頻度，（ⅲ）更新頻度，（ⅳ）
支給の有無，（ⅴ）支給ではない場合の購入場所，（ⅵ）満足度（5
段階）。加えて，（ⅰ）について，使用する際に問題があり，継
続使用に支障があると回答のあった安全装備については，その理
由について個別に聞き取りを行った。

Ⅲ．調査結果と考察

1．林業労働災害とその要因
林業における労働災害発生件数と，その増減に影響を与えたと

考えられる要因 2 つ「林業機械の導入・普及」，「労働安全衛生
規則」について整理し，考察を行った。

1 . 1 　林業機械普及状況との比較
林業における労働災害発生件数と林業機械の普及状況との関係

を整理するため，労働災害発生件数，労働者数，林業機械保有台
数の推移を比較する。林業における労働者数と休業 4 日以上の
労働災害による死傷者数の推移を，昭和 45 年度から令和 2 年度
まで 5 年ごとに表した（図‒1）。また，刈払機・チェーンソー・
高性能林業機械の保有台数（国有林を除く）の推移を昭和 35 年
度から令和 2 年度まで 5 年ごとに表した（図‒2）。労働者数及び，
労働災害発生件数については林業・木材製造業労働災害防止協会
の資料より，機械の保有台数については，昭和 39 年度から令和
2 年度の森林・林業統計要覧より引用した。
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体の入れ替えに一ヶ月弱時間がかかるため，その期間は工場を停
止させないといけないため，大径材に対応した製材機械の導入が
進まないのではないかという意見であった。

5 . 2 　大径材対応機械のない製材工場の対応
次に，大径材に対応した製材機械を導入していない製材工場に

対し，どのような状況になったら大径材に対応した製材機械を導
入するかについて調査を行った。

（1）大径材の割合について
今後，大径材の割合がより増加したら製材機械の導入を検討す

るといった意見であった。また，仮に導入したとしても，数年は
大径材が供給されるかもしれないが，それ以降も安定して大径材
が供給されるかといった点に不安が残り，機械の減価償却も考慮
すると，そういった製材機械の導入には踏み出せないという意見
であった。

（2）大径材の需要と価格について
大径材を利用した売れる商品や大径材でないと作れないような

製品が開発されたら導入を検討するといったものや，市場におけ
る大径材の価格が現在より下がる，大径材独自または現在よりも
歩留まりが良くなるような新しい木取りの方法が開発されたら検
討するといった意見であった。

Ⅳ．まとめ

製材工場への聞き取り調査によって，南九州三県において大径
材として認識されるのは，末口径 36 cm 以上であり，そのよう
な材に対応した製材機械は既に多く導入されつつあることが明ら
かとなった。

また，製材工場の各基本情報と受け入れ最大丸太末口径の間に
は，ツイン台車の場合にはいずれの情報とも相関が見られなかっ
たが，シングル台車の場合には年間原木消費量と年間製材品出荷
量の間に負の相関が見られた。これは，工場の規模が大きくなる
ほど多様な製材品を作るのではなく，限られた品数で大量に生産
していることが要因として挙げられるのではないかと考えられる。
そして，製材機械において，その台車の種類によって課題が異な
ることが明らかとなり，現在大径材に対応した製材機械を導入し
ていない製材工場は，今後大径材がより増加したり，大径材の木
取りが改善されたりすれば製材機械の導入を検討するといったこ
とが明らかとなった。また，今回の調査は出力数 300 kw 以上ま

たは年間原木消費量 10 , 000 m ³ 以上の比較的大規模な製材工場
を対象としたものであり，より規模の小さな製材工場では，大径
材に対応して製材を行っている可能性がある点に注意したい。こ
のことから，今後必要となってくるのは，大径材独自の木取りや，
大径材の重量と衝撃に耐えられる従来と値段の変わらない製材機
械の開発であると考えられる。

今回の調査の中でよく聞かれたのが，山側との連携不足であっ
た。山から出てくる材の情報が分かれば，より効率的に製材を行
うことが可能であるというものや，製材機械の導入の有無にも関
係してくるという意見であった。これらを情報という観点から整
理したものが図‒4 である。山側の素材生産業者や森林組合にも
同様の調査を行い，生産から製材までの大径材問題と森林事業者
が連携を行っていくために必要な取り組みはどういったものであ

るのかについて明らかにすることを今後の課題とする。
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図‒4．森林事業者に求められている情報連携
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義務化された。以上の労働安全衛生法・規則の改正内容及び機械
化に関する主な出来事を以下の表‒1 に示す。

法令・規則の改正内容と図‒1 を比較すると，労働安全衛生法
が制定された昭和 47 年から現在までの間に死傷災害の発生件数
は減少しているものの，法令・規則の改正状況と災害発生状況と
の間に関連は見られなかった。よって，規則の変遷により安全装
備の導入・使用状況に影響があると考えられるが，死傷災害減少
の主な要因にはなりえないと考える。

2．緑の雇用研修生への聞き取り調査の結果
緑の雇用研修生（3 年目）6 人への聞き取り調査では，使用経

験のある安全装備について，安全装備の使用状況，及びどのよう
な安全装備であれば使いたいと思うかについて聞き取りを行った。
聞き取り調査の結果を次に示す。

2 . 1 　安全装備の使用状況
使用経験のある安全装備は，「ヘルメット」，「フェイスガード」，

「保護メガネ」，「イヤーマフ」，「防振手袋」，「チャップス」，「防
護ズボン」，「防護ジャケット」，「地下足袋」，「防護ブーツ」，「防
護脚絆」，「空調服」，「耳栓」，「空調防護ズボン」の14種であった。
使用経験のある安全装備の継続使用への支障の有無（ⅰ）と支給
の有無（ⅳ）について，以下の表‒2 に示す。
（ⅰ）6 人全員が共通して継続使用に支障が無いと答えたもの

は，「ヘルメット」，「フェイスガード」，「イヤーマフ」，「防振手
袋」，「防護ズボン」の 5 つであった。一方，支障があると回答の
あった安全装備は，「保護メガネ」，「チャップス」，「防護ブーツ」，

「防護脚絆」，「空調服」，「耳栓」の 6 つであった。継続使用に支
障がある理由は表‒3 に示す通りであった。

	（ⅱ）使用頻度は，「防護ズボン」はチェーンソー使用時のみ，
「防護ジャケット」は冬の間のみ，「チャップス」，「防護ブーツ」
は月に数回未満，「空調服」，「空調防護ズボン」は夏の間のみ，
その他の安全装備は毎日使用するという回答が多かった。（ⅲ）
更新頻度については，防振手袋については 1～3 か月に 1 回，そ
の他の安全装備については年に 1 回という意見が多かった。また，
壊れたらその都度更新するという意見もあった。（ⅴ）支給では
ない安全装備の購入場所は，森林組合が最も多く（3 人），通販
サイト（1 人）やホームセンター（1 人）という意見もあった。

また，（ⅵ）満足度については，最も満足度の高かったものは，
「ヘルメット」，「イヤーマフ」，「空調服」であった。ヘルメット
については，他の安全装備に比べて開発・導入され始めた時期が
早く，比較的現場に浸透していることや，改良が重ねられている
こと等が，評価の高さの要因だと考える。一方，半数以上の満足
度が低かった（1 または 2）ものは，「防護ブーツ」であった。防
護ブーツの満足度が低くなった理由として，「重い」，「素早く動
くと滑る」，「ソールや生地が厚く，地面の感覚が分かりづらい」
といった意見があった。ただし，防護ブーツの満足度について
は，6 人中 2 人が最も高い評価をしており，満足度に差が見られ
た。その理由として，使用している製品の違いや，適当なサイズ
を使用しているか，また，履きなれているかといったことが考え
られる。最初に履いたものが防護ブーツであり，普段から履く機
会が多い人は高評価になる傾向にあるようだった。普段から防護
ブーツを着用している人の中には，所属先の上司から地下足袋の
着用を注意されたという人もいた。また，サイズについては，安
全装備が海外製のものである場合，「自分に合うものがどれか分
からない」といった意見があった。自分に合ったサイズでない場
合，不快感があるだけでなく，使用効果も低下すると考えられる。

2 . 2 　今後必要になる安全装備について
調査対象 6 人に「どのような安全装備であれば使いたいと思う

か」，「今後どのような安全装備が欲しいと思うか」について聞
き取りを行ったところ，次のような回答が得られた。「価格の安
いもの」，「軽いもの」，「破れにくい防振手袋」が欲しいといっ
た意見があった。また，海外製・国内製でサイズの比較が難しく，
分かりづらいという意見に対して，「複数のメーカーや製品を集
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表‒1．機械化・規則の変遷に関する主な出来事

年 主な出来事
昭和 35 林野庁「林業機械化協議会」設置
昭和 47 「労働安全衛生法・規則」制定
平成 3 林野庁「高性能林業機械化促進基本方針」策定
平成 17 「リスクアセスメント」等の実施
平成 25 「木材伐出機械等」追加
平成 27 「下肢の切創防止用保護衣」着用義務化（林業）
平成 30 林業架線作業主任者の職務「安全帯」から「要求性能

墜落制止用器具等」に変更
平成 31 「下肢の切創防止用保護衣」着用義務化（全業種）
令和 4 騒音障害防止用保護具等の着用について，請負人等に

対しても周知することが義務化
（出典：農林統計協会（1965），株式会社ぎょうせい（2023），	

厚生労働省（2019）より引用）
表‒3．継続使用に支障がある安全装備とその理由

安全装備 主な理由
保護メガネ 眼鏡との相性が悪い，曇りやすい
チャップス 防護ズボンが支給されるまでのみ使用
防護ブーツ 歩きにくい，重い，素早く動くと滑る
防護脚絆 鉄芯が当たって痛い，蒸れる
空調服 枝等で破けやすい
耳栓 外れやすく失くしやすい

表‒2．安全装備の使用状況と支給の有無（n= 6）（人）

安全装備 経験有 支障無 支給有
ヘルメット 6 6 6

フェイスガード 6 6 6
保護メガネ 2 1 1
イヤーマフ 6 6 6
防振手袋 6 6 3

チャップス 3 2 2
防護ズボン 6 6 6

防護ジャケット 2 1 2
地下足袋 2 2 2

防護ブーツ 6 5 5
防護脚絆 5 3 3
空調服 5 4 4
耳栓 2 0 0

空調防護ズボン 1 1 1

図‒1 によると，労働者数は昭和 45 年度には 261 , 518 人であっ
たのに対し，令和 2 年度には 67 , 158 人となっており，長期的に
減少している。また，休業 4 日以上の死傷者数においても，長期
的に減少傾向にあるものの，昭和 45 年から平成 2 年頃にかけて
は急激な減少であるのに対して，平成 2 年以降は緩やかな減少で
あることが分かる。

チェーンソーが林業の現場で導入されるようになったのは，昭
和 29 年の洞爺丸台風による風倒木の処理に使用されたことが
きっかけである（藤林・辻，1958）。その後，昭和 35 年には林
野庁に「林業機械化協議会」が設置され（農林統計協会，1965），
チェーンソー等の林業機械が積極的に導入されるようになった。
その結果，図‒1，2 のように労働者数が減少する一方，昭和 35
年度から平成 2 年度頃にかけて刈払機・チェーンソー保有台数が
増加したと考えられる。また，平成 2 年度頃から令和 2 年度にか
けて，刈払機・チェーンソーの保有台数は減少した。一方，高性
能林業機械においては昭和 63 年に導入後（林野庁ウェブサイト），
平成 2 年度には 167 台であったが，令和 2 年度には 10 , 855 台と
増加している。

以上のことから，労働災害発生件数減少の要因を 2 つの期間：
【A】昭和 45 年～平成 2 年頃，【B】平成 2 年頃～令和 2 年に分け
て考察する。【A】の期間においては，労働者数が減少している
が機械の保有台数は増加している。一方，【B】の期間において

は，労働者数の減少傾向に変化は無いものの，高性能林業機械の
普及とともにチェーンソー・刈払機の台数が減少している。よっ
て，近年の労働災害減少の要因の一つとして，高性能林業機械の
普及に伴う「チェーンソー等林業機械の使用機会の減少」がある
と考える。

1 . 2 　労働災害発生件数と労働安全衛生規則の変遷
労働安全衛生法・規則の変遷について，法令データベース

「Super 法令 WEB」及び林業・木材製造業労働災害防止協会への
聞き取り調査の結果より整理し，労働災害発生状況との関連につ
いて考察する。

労働安全衛生法・規則は昭和 47 年に制定され，今日までに幾
度も改正されてきた。その中で，林業労働安全や安全装備に関す
る主な改正内容を取り上げる。労働安全衛生法については，平成
17 年にリスクアセスメントを実施することが定められた。これ
により，鉱業などの他産業においては，死傷災害の年千人率が低
下したものの，林業においては平成 17 年から平成 29 年頃までの
間，年千人率の明確な変化は見られなかった（図‒3）。

また，現在，労働安全衛生規則の中で，安全装備に関して定め
られているものは次の通り。「保護帽の着用」，「（架線作業主任
者が）要求性能墜落制止用器具等の着用を監視」，作業環境に応
じた「安全靴等の使用」，「下肢切創防止用保護衣の着用」，「騒
音障害防止用の保護具」の整備等。

労働安全衛生規則の改正内容については，法令データベース
により閲覧可能な範囲が平成 13 年以降のもののみであったため，
平成 13 年以降の改正内容のみ取り上げる。

平成 25 年に「木材伐出機械等（車両系伐出機械等）」の項目が
追加された。平成 30 年には林業架線作業主任者の職務として定
められていた「安全帯」の着用の監視について，「安全帯」から

「要求性能墜落制止用器具等」（一本つりのハーネス型等）に変更
された（厚生労働省，2019）。また，平成 27 年には林業で，平
成 31 年には全業種において下肢の切創防止用保護衣の着用が義
務化された。この改正により，チェーンソー特別教育のカリキュ
ラムが一部変更（「下肢切創防止用保護衣」に関する講義の追加）
された。令和 4 年には，騒音障害防止用保護具の着用について，
事業体の従業員だけでなく，請負人等に対しても周知することが
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図‒1．林業労働者数と林業労働災害発生件数の推移
（出典：林業・木材製造業労働災害防止協会（2023）より筆者作成）

図‒2．刈払機・チェーンソー・高性能林業機械保有台数の推移
（国有林事業関係を除く）

（出典：森林・林業統計要覧（1964 - 2020）より筆者作成）

図‒3．産業別死傷災害（休業 4 日以上）の年千人率の推移
（出典：厚生労働省（2022）より筆者作成）
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義務化された。以上の労働安全衛生法・規則の改正内容及び機械
化に関する主な出来事を以下の表‒1 に示す。

法令・規則の改正内容と図‒1 を比較すると，労働安全衛生法
が制定された昭和 47 年から現在までの間に死傷災害の発生件数
は減少しているものの，法令・規則の改正状況と災害発生状況と
の間に関連は見られなかった。よって，規則の変遷により安全装
備の導入・使用状況に影響があると考えられるが，死傷災害減少
の主な要因にはなりえないと考える。

2．緑の雇用研修生への聞き取り調査の結果
緑の雇用研修生（3 年目）6 人への聞き取り調査では，使用経

験のある安全装備について，安全装備の使用状況，及びどのよう
な安全装備であれば使いたいと思うかについて聞き取りを行った。
聞き取り調査の結果を次に示す。

2 . 1 　安全装備の使用状況
使用経験のある安全装備は，「ヘルメット」，「フェイスガード」，

「保護メガネ」，「イヤーマフ」，「防振手袋」，「チャップス」，「防
護ズボン」，「防護ジャケット」，「地下足袋」，「防護ブーツ」，「防
護脚絆」，「空調服」，「耳栓」，「空調防護ズボン」の14種であった。
使用経験のある安全装備の継続使用への支障の有無（ⅰ）と支給
の有無（ⅳ）について，以下の表‒2 に示す。
（ⅰ）6 人全員が共通して継続使用に支障が無いと答えたもの

は，「ヘルメット」，「フェイスガード」，「イヤーマフ」，「防振手
袋」，「防護ズボン」の 5 つであった。一方，支障があると回答の
あった安全装備は，「保護メガネ」，「チャップス」，「防護ブーツ」，

「防護脚絆」，「空調服」，「耳栓」の 6 つであった。継続使用に支
障がある理由は表‒3 に示す通りであった。

	（ⅱ）使用頻度は，「防護ズボン」はチェーンソー使用時のみ，
「防護ジャケット」は冬の間のみ，「チャップス」，「防護ブーツ」
は月に数回未満，「空調服」，「空調防護ズボン」は夏の間のみ，
その他の安全装備は毎日使用するという回答が多かった。（ⅲ）
更新頻度については，防振手袋については 1～3 か月に 1 回，そ
の他の安全装備については年に 1 回という意見が多かった。また，
壊れたらその都度更新するという意見もあった。（ⅴ）支給では
ない安全装備の購入場所は，森林組合が最も多く（3 人），通販
サイト（1 人）やホームセンター（1 人）という意見もあった。

また，（ⅵ）満足度については，最も満足度の高かったものは，
「ヘルメット」，「イヤーマフ」，「空調服」であった。ヘルメット
については，他の安全装備に比べて開発・導入され始めた時期が
早く，比較的現場に浸透していることや，改良が重ねられている
こと等が，評価の高さの要因だと考える。一方，半数以上の満足
度が低かった（1 または 2）ものは，「防護ブーツ」であった。防
護ブーツの満足度が低くなった理由として，「重い」，「素早く動
くと滑る」，「ソールや生地が厚く，地面の感覚が分かりづらい」
といった意見があった。ただし，防護ブーツの満足度について
は，6 人中 2 人が最も高い評価をしており，満足度に差が見られ
た。その理由として，使用している製品の違いや，適当なサイズ
を使用しているか，また，履きなれているかといったことが考え
られる。最初に履いたものが防護ブーツであり，普段から履く機
会が多い人は高評価になる傾向にあるようだった。普段から防護
ブーツを着用している人の中には，所属先の上司から地下足袋の
着用を注意されたという人もいた。また，サイズについては，安
全装備が海外製のものである場合，「自分に合うものがどれか分
からない」といった意見があった。自分に合ったサイズでない場
合，不快感があるだけでなく，使用効果も低下すると考えられる。

2 . 2 　今後必要になる安全装備について
調査対象 6 人に「どのような安全装備であれば使いたいと思う

か」，「今後どのような安全装備が欲しいと思うか」について聞
き取りを行ったところ，次のような回答が得られた。「価格の安
いもの」，「軽いもの」，「破れにくい防振手袋」が欲しいといっ
た意見があった。また，海外製・国内製でサイズの比較が難しく，
分かりづらいという意見に対して，「複数のメーカーや製品を集
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表‒1．機械化・規則の変遷に関する主な出来事

年 主な出来事
昭和 35 林野庁「林業機械化協議会」設置
昭和 47 「労働安全衛生法・規則」制定
平成 3 林野庁「高性能林業機械化促進基本方針」策定
平成 17 「リスクアセスメント」等の実施
平成 25 「木材伐出機械等」追加
平成 27 「下肢の切創防止用保護衣」着用義務化（林業）
平成 30 林業架線作業主任者の職務「安全帯」から「要求性能

墜落制止用器具等」に変更
平成 31 「下肢の切創防止用保護衣」着用義務化（全業種）
令和 4 騒音障害防止用保護具等の着用について，請負人等に

対しても周知することが義務化
（出典：農林統計協会（1965），株式会社ぎょうせい（2023），	

厚生労働省（2019）より引用）
表‒3．継続使用に支障がある安全装備とその理由

安全装備 主な理由
保護メガネ 眼鏡との相性が悪い，曇りやすい
チャップス 防護ズボンが支給されるまでのみ使用
防護ブーツ 歩きにくい，重い，素早く動くと滑る
防護脚絆 鉄芯が当たって痛い，蒸れる
空調服 枝等で破けやすい
耳栓 外れやすく失くしやすい

表‒2．安全装備の使用状況と支給の有無（n= 6）（人）

安全装備 経験有 支障無 支給有
ヘルメット 6 6 6

フェイスガード 6 6 6
保護メガネ 2 1 1
イヤーマフ 6 6 6
防振手袋 6 6 3

チャップス 3 2 2
防護ズボン 6 6 6

防護ジャケット 2 1 2
地下足袋 2 2 2

防護ブーツ 6 5 5
防護脚絆 5 3 3
空調服 5 4 4
耳栓 2 0 0

空調防護ズボン 1 1 1

図‒1 によると，労働者数は昭和 45 年度には 261 , 518 人であっ
たのに対し，令和 2 年度には 67 , 158 人となっており，長期的に
減少している。また，休業 4 日以上の死傷者数においても，長期
的に減少傾向にあるものの，昭和 45 年から平成 2 年頃にかけて
は急激な減少であるのに対して，平成 2 年以降は緩やかな減少で
あることが分かる。

チェーンソーが林業の現場で導入されるようになったのは，昭
和 29 年の洞爺丸台風による風倒木の処理に使用されたことが
きっかけである（藤林・辻，1958）。その後，昭和 35 年には林
野庁に「林業機械化協議会」が設置され（農林統計協会，1965），
チェーンソー等の林業機械が積極的に導入されるようになった。
その結果，図‒1，2 のように労働者数が減少する一方，昭和 35
年度から平成 2 年度頃にかけて刈払機・チェーンソー保有台数が
増加したと考えられる。また，平成 2 年度頃から令和 2 年度にか
けて，刈払機・チェーンソーの保有台数は減少した。一方，高性
能林業機械においては昭和 63 年に導入後（林野庁ウェブサイト），
平成 2 年度には 167 台であったが，令和 2 年度には 10 , 855 台と
増加している。

以上のことから，労働災害発生件数減少の要因を 2 つの期間：
【A】昭和 45 年～平成 2 年頃，【B】平成 2 年頃～令和 2 年に分け
て考察する。【A】の期間においては，労働者数が減少している
が機械の保有台数は増加している。一方，【B】の期間において

は，労働者数の減少傾向に変化は無いものの，高性能林業機械の
普及とともにチェーンソー・刈払機の台数が減少している。よっ
て，近年の労働災害減少の要因の一つとして，高性能林業機械の
普及に伴う「チェーンソー等林業機械の使用機会の減少」がある
と考える。

1 . 2 　労働災害発生件数と労働安全衛生規則の変遷
労働安全衛生法・規則の変遷について，法令データベース

「Super 法令 WEB」及び林業・木材製造業労働災害防止協会への
聞き取り調査の結果より整理し，労働災害発生状況との関連につ
いて考察する。

労働安全衛生法・規則は昭和 47 年に制定され，今日までに幾
度も改正されてきた。その中で，林業労働安全や安全装備に関す
る主な改正内容を取り上げる。労働安全衛生法については，平成
17 年にリスクアセスメントを実施することが定められた。これ
により，鉱業などの他産業においては，死傷災害の年千人率が低
下したものの，林業においては平成 17 年から平成 29 年頃までの
間，年千人率の明確な変化は見られなかった（図‒3）。

また，現在，労働安全衛生規則の中で，安全装備に関して定め
られているものは次の通り。「保護帽の着用」，「（架線作業主任
者が）要求性能墜落制止用器具等の着用を監視」，作業環境に応
じた「安全靴等の使用」，「下肢切創防止用保護衣の着用」，「騒
音障害防止用の保護具」の整備等。

労働安全衛生規則の改正内容については，法令データベース
により閲覧可能な範囲が平成 13 年以降のもののみであったため，
平成 13 年以降の改正内容のみ取り上げる。

平成 25 年に「木材伐出機械等（車両系伐出機械等）」の項目が
追加された。平成 30 年には林業架線作業主任者の職務として定
められていた「安全帯」の着用の監視について，「安全帯」から

「要求性能墜落制止用器具等」（一本つりのハーネス型等）に変更
された（厚生労働省，2019）。また，平成 27 年には林業で，平
成 31 年には全業種において下肢の切創防止用保護衣の着用が義
務化された。この改正により，チェーンソー特別教育のカリキュ
ラムが一部変更（「下肢切創防止用保護衣」に関する講義の追加）
された。令和 4 年には，騒音障害防止用保護具の着用について，
事業体の従業員だけでなく，請負人等に対しても周知することが
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図‒1．林業労働者数と林業労働災害発生件数の推移
（出典：林業・木材製造業労働災害防止協会（2023）より筆者作成）

図‒2．刈払機・チェーンソー・高性能林業機械保有台数の推移
（国有林事業関係を除く）

（出典：森林・林業統計要覧（1964 - 2020）より筆者作成）

図‒3．産業別死傷災害（休業 4 日以上）の年千人率の推移
（出典：厚生労働省（2022）より筆者作成）
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Ⅰ．はじめに

これからの林業の成長産業化の実現，森林の有する多面的機能
の発揮のためには林業従事者の新規確保，定着は必要不可欠であ
る。林業従事者数は 2015 年から横ばいに転じているものの，長
期的に減少傾向で推移し，2020 年には約 4 . 4 万人となっている

（林野庁，	2023）。この従事者の減少を食い止めるためには，働き
やすい労働環境の実現が必要不可欠である。働きやすい労働環境
の実現のためにも，まずは林業現場で働いている人は，現在の労
働環境に対してどう考えているのか知る必要がある。

林業従事者への労働環境や待遇に関する意識調査は伊藤
（1997）や大西ほか（2022）がある。伊藤（1997）は島根県の森
林組合の作業員を対象にアンケート調査をしており，満足度の高
いものとして，「通勤時間」，「希望する勤務形態が可能な事」，「知
人友人がいること」，「自分の能力が活かせる」，「職場の人間関
係・雰囲気」，「専門知識・技術が活かせる」などを挙げており，
満足度の低いものとして，「給与条件」，「将来の発展性」，「職業
の社会的イメージ」などの項目を挙げている。	しかし，限定さ
れた地域のみでのアンケート調査であり，地域を比較した研究は
されていない。大西ほか（2022）は宮崎県・鹿児島県・長崎県・
愛媛県の緑の雇用を対象としたアンケート調査を行っており，年
齢，県別，経営形態による満足・不満足の違いを考察している。
満足度の高い項目として順に「自然のなかで仕事をすること」，

「やりがい」，「勤務時間」となり，満足度の低い項目として順に，
「給料」，「事務と現場の連携」，「安全性」となることを明らかと
していた。そのほかにも県別の結果では宮崎県が他県と比較して
各項目の満足度が高くなることを明らかとしている。

本稿では，更に調査範囲を拡げ，九州地方全県，東北地方全県，
愛媛県の緑の雇用研修生を対象とすることにより，県別，地方別，
素材生産量別などの様々な地域別で各調査項目の満足度に違いは
生じるのか明らかにする。さらに，これまで林業労働に関する研

究は多くあり，全体の満足度を構成する各項目の満足度の差は明
らかとなっていても林業労働に関する問題は多岐に渡り，どの問
題から改善に取り組むべきか判断するのは困難である。本稿では
満足度向上のため優先的に改善すべき項目を分析する手法のポー
トフォリオ分析を用いることで，林業労働において強みとなる項
目，満足度を向上させ，林業現場で働く人にとって働きやすい職
場の実現の一助となるよう最優先して改善しなければならない項
目は何かを明らかにする。

Ⅱ．調査の概要

1．調査対象
九州地方全県，東北地方全県，愛媛県の 14 県の緑の雇用研修

生（FWⅰ	1年目，FW2年目，FW3年目，FLⅱ）を対象にアンケー
ト調査を実施した。緑の雇用の集合研修の際に，各県の緑の雇用
研修実施機関の協力により，アンケートを配布し回答が得られた。
アンケート調査は 2022 年に実施し，計 914 名の緑の雇用研修生
から回答を得ることができた（表‒1）。	

2．調査内容
アンケート項目は，共著者が関係している大西ほか（2022）と

同様の①給料	②やりがい	③人間関係	④勤務時間	⑤福利厚生	⑥
体力面	⑦安全性	⑧自然のなかで仕事をすること	⑨事務と現場の
連携の 9 つの項目と新たに調査項目に加えた	⑩仕事全体に対す
る評価の計 10 項目である。以上の項目について満足度を 5 段階
で評価（1：不満	2：やや不満	3：どちらでもない	4：やや満足	5：
満足）する方式でアンケートを行った。このアンケート調査から
項目ごとの満足度や地域別での意識の違いを検証した。

そして，アンケート調査の結果からポートフォリオ分析を実施
した。ポートフォリオ分析は，満足度向上のため優先的に改善す
べき項目の把握をする分析手法の 1 つである（菊池ほか，2017）。
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「安全性」で不満を持っている人が多く，ポートフォリオ分析をすると，その中でも重点的に改善すべき項目は，「事務と現場の連携」，「安
全性」であることが分かった。地域別でも違いが見られ，県別で満足度が高い県は青森県，素材生産量が多い地域ほど「給料」，「安全性」，
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めて試着会等ができれば良いのではないか」という意見があげら
れた。また，安全装備の改良において，優先して改善する点とし
て，「デザイン性よりも機能性・快適性」であり，「デザインにつ
いてはあまり気にしない」といった意見があげられた。

Ⅳ．まとめ

1．林業機械や規則の変遷
チェーンソー・刈払機の導入・普及が盛んに行われた時期から，

高性能林業機械が導入・普及されるようになった時期の間におい
て，労働災害の発生件数が変化していた。そのため，使用する林
業機械の変化が労働災害に影響を及ぼしていると考えられた。ま
た，安全装備に関わる労働安全衛生法・規則の改正と労働災害発
生件数について，明確な影響は見られなかったが，人々の安全に
対する意識の変化や安全装備の導入・普及には影響を及ぼしたの
ではないかと考える。また，安全装備に関わる労働安全衛生規則
の改正について，調査対象期間の平成 13 年以降では，平成 25 年
まで主な改正が無かったことが分かった。

今後，安全装備を開発・製造するメーカーや小売店，また林業
博物館，経験の長い素材生産現場の作業員等へ聞き取りを行い，
安全装備の導入・普及の変遷と林業機械や規則の変遷との関連性
についてさらに整理する必要があると考える。

2．緑の雇用研修生への聞き取り
緑の雇用研修生（3 年目）6 人を対象とした聞き取り調査によ

り，チャップスよりも防護ズボンを使用する人が多いことや，防
護ブーツに対する評価が分かれること等が分かった。また，支給
される安全装備や安全装備に関するルール等については，所属先
によって違いがあるということが分かった。

また，今後必要になる安全装備について，素材生産現場で働く
経験年数・年齢の若い人の意見を聞くことができた。デザイン性
について，今回の聞き取りでは「重視しない」といった意見で

あった。デザイン性を重視するかという点については人により意
見が異なると考えられる。しかし，林業で働く魅力の一つとし，
新規の林業従事者を獲得するためには重要な要素の一つとなるの
ではないかと考える。今後は，経験年数・年齢層の高い作業員や
事務・管理側の職員へも聞き取りを行い，今後必要になる安全装
備について考察する必要がある。
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